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第６回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年11月２日) 

 

   第 ６ 回   熊本県議会 決算特別委員会会議記録 

 

平成23年11月２日(水曜日) 

            午前10時０分開議 

            午後０時10分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第48号 平成22年度熊本県一般会計歳 

  入歳出決算の認定について 

 議案第54号 平成22年度熊本県港湾整備事 

  業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 議案第55号 平成22年度熊本県臨海工業用 

  地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定 

  について 

議案第56号 平成22年度熊本県用地先行取

得事業特別会計歳入歳出決算の認定  

について 

 議案第61号 平成22年度熊本県流域下水道 

  事業特別会計歳入歳出決算の認定につい 

  て 

――――――――――――――― 

出席委員(11人) 

        委 員 長 藤 川 隆 夫 

        副委員長 守 田 憲 史 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 髙 木 健 次 

欠席委員(２人) 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 松 田 三 郎 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 土木部 

            部  長 戸 塚 誠 司 

         政策審議監  鷹 尾 雄 二 

      道路都市局長  野 田 善 治 

     河川港湾局長兼 

     土木技術審議監 上 谷 昌 史 

      建築住宅局長 生 田 博 隆 

        監理課長 金 子 徳 政 

  監理課政策調整審議員 成 富   守 

      用地対策課長 成 瀬   茂 

    土木技術管理課長 西 田   浩 

      道路整備課長 増 田   厚 

      道路保全課長 亀 田 俊 二 

      都市計画課長  内 田 一 成 

      下水環境課長 軸 丸 英 顕 

        河川課長 林   峻一郎 

        港湾課長 手 島 健 司 

        砂防課長 高 永 文 法 

        建築課長 坂 口 秀 二 

        営繕課長 田 邉   肇 

        住宅課長 平 井   章 

 ――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

  会計管理者兼出納局長 中 山   寛 

  首席審議員兼会計課長 田 上   勲 

――――――――――――――― 

監査委員事務局職員出席者 

         局 長 本 田 惠 則 

   首席審議員兼監査監 山 中 和 彦 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 井   隆 彦 

     議事課課長補佐 平 田 裕 彦 

――――――――――――――― 
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  午前10時０分開会 

○藤川隆夫委員長 それでは、ただいまから

第６回決算特別委員会を開会いたします。 

 これより土木部の審査を行います。 

 まず、土木部長から総括説明を行い、続い

て担当課長から順次説明をお願いします。  

 

○戸塚土木部長 平成22年度決算の御説明に

先立ちまして、前年度の決算特別委員会にお

きます御指摘のありました施策推進上改善ま

たは検討を要する事項等のうち、土木部関係

につきまして、その後の措置状況を御報告い

たします。 

 

○藤川隆夫委員長 部長、着座でどうぞ。 

 

○戸塚土木部長 失礼します。各部局の共通

事項として御指摘のありました「収入未済の

解消については、例年の指摘にかかわらず、

取り組みが不十分である。また、債権管理を

徹底し徴収の強化を図るとともに、収納が見

込めないものについては、所要の措置を講じ

ること。」についてでございます。 

 収入未済の解消につきましては、部内関係

課による検討会を立ち上げ、未収金解消に向

けた実効的なマニュアルの見直しや整備に取

り組んできたところでございます。また、督

促状の送付などはもとより資産調査の実施、

夜間や休日徴収を実施するなど収入未済の解

消に努めるとともに、収納が見込めないもの

につきましては、会計規則に基づき適正に不

納欠損処理を行っております。さらに、県営

住宅使用料につきましては、明け渡し訴訟や

強制執行、即決和解などの法的措置の積極的

な実施など、徴収促進に努めてきたところで

ございます。 

 その結果、海砂利採取関連未収金及び行政

代執行費の特異な事案を除けば、約4,290万

円の減となったところでございます。今後も

引き続き未収金の解消に取り組んでまいりま

す。 

 次に、土木部関係で御指摘のありました

「数次にわたる経済対策と２月補正の経済対

策を合わせた13カ月予算の関係から、約516

億円の繰り越しがなされている。原因として

は、地元住民や関係機関との調整に時間を要

していることや用地取得の難航によるものと

いうことであるが、事業の繰り越しを少なく

するため、計画的な用地取得や事業の進行管

理の徹底に努めること。」についてでござい

ます。 

 繰り越しの軽減に向け、初任者・中堅者等

の部内研修を実施し、資質及び技術力の向上

に努めました。さらに、各事業主管課及び出

先機関長会議や文書により、計画的な用地取

得や進行管理を徹底し繰り越し縮減を図るた

め、所要の措置をとるよう指示をしたところ

でございます。 

 なお、平成22年度から平成23年度への繰り

越しにつきましては、前年度の約516億円に

対しまして43.6％減の約291億円へと縮減を

図ったところでございます。 

 次に、「建設産業については、地域経済や

雇用を支える重要なものであることを踏ま

え、品質にすぐれた施工の確保に努めるとと

もに、建設産業の振興・支援を行うこと。」

についてでございます。 

 まず、品質にすぐれた施工の確保について

でございますが、入札において、施工体制確

認型評価方式を、最低制限価格が設定されて

いない設計金額が５億円以上の工事まで拡大

し、ダンピング受注の防止を図るとともに、

機会をとらえて工事の監督や段階検査を的確

に実施するように指導してまいりました。 

 次に、建設産業の振興や支援についてでご

ざいますが、新熊本県建設産業振興プランや

アクションプログラムに基づき、合併企業の

格付における優遇措置の継続や合併事務費補

助金の拡大、新分野進出を図る企業が行う調

査・研究費用等に対します補助金の創設、土
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木一式工事に係る格付・発注標準及び最低制

限価格の算定方法などの入札契約制度につい

て改善を行いました。 

 続きまして、土木部の平成22年度決算の概

要を、お手元に配付されております決算特別

委員会説明資料の方で説明させていただきま

す。 

 表紙をめくっていただきして、１ページを

お願いいたします。 

 平成22年度歳入歳出決算総括表でございま

すけど、これで御説明させていただきます。 

 まず、このページの左側の部分にあります

歳入についてでございますが、一般会計、特

別会計合わせまして収入済み額、最下段の中

ほどでございますけど649億2,740万5,000

円、その隣の不納欠損額3,177万4,000円、そ

して収入未済額３億2,994万9,000円となって

おります。 

 不納欠損額の主なものは県営住宅使用料と

なっており、また収入未済額の主なものは、

県営住宅使用料及び海砂利超過採取過料等と

なっております。 

 なお、予算現額と収入済み額との差は、主

に翌年度への事業繰り越しに伴う国庫支出金

の減でございます。 

 続きまして、右側の歳出についてでござい

ますが、一般会計、特別会計合わせまして、

最下段でございますけども、支出済み額が1,

139億3,102万8,000円、翌年度繰越額は291億

1,911万2,000円、不用額は19億9,513万2,000

円となっております。 

 翌年度繰越額の主な理由は、地元住民や関

係機関との調整に時間を要したこと、用地買

収、補償家屋の移転に時間を要したことなど

によりまして工期が不足し、やむを得ず23年

度へ繰り越したもので、現在その執行に鋭意

取り組んでいるところでございます。 

 また、不用額の主な理由は、事業実施後の

執行残及び経費節減等に伴う執行残でござい

ます。 

 以上、平成22年度土木部歳入歳出決算の概

要につきまして総括的に御説明申し上げまし

たが、詳細につきましては関係課長から御説

明いたしますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 

○藤川隆夫委員長 引き続き、各課長の説明

をお願いします。 

 

○金子監理課長 監理課長の金子でございま

す。 

 まず、今年度定期監査において、土木部内

すべての課で公表事項はありません。 

 次に、監理課の決算の概要について御説明

申し上げます。 

 決算特別委員会説明資料をお願いいたしま

す。 

 まず、２ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入についてでございます。 

 ２ページから３ページにかけましての使用

料及び手数料でございますが、不納欠損額、

収入未済額ともございません。 

 次に、３ページ中段の国庫支出金、それに

３ページから４ページの財産収入につきまし

ても、不納欠損額、収入未済額ともございま

せん。 

 次に、４ページ下段の繰入金につきまして

は、用地先行取得事業特別会計及び幹線道路

整備基金から一般会計への繰入金で、不納欠

損額、収入未済額ともございません。 

 ５ページの諸収入でございますが、収入未

済額1,378万8,000円、不納欠損額４万6,000

円となっております。これにつきましては、

附属資料の104ページをお願いいたします。 

 まず、１番目の項目の１段目、工事契約違

約金でございますが、収入未済額69万1,000

円となっております。これは請負業者が倒産

等により契約を解除した際の違約金で、代表

者の死亡や行方不明等のために収入未済にな

っているものでございます。なお、不納欠損
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額４万6,000円につきましては、裁判所によ

る破産手続が終結したため配当金を受領し、

残りを不納欠損処分したものでございます。 

 また、未収金対策につきましては、105ペ

ージの４の記載のとおり、現在、代表者所在

不明等につきましては、引き続き所在確認調

査や登記簿の確認を行うなど、未収金の解消

に努めてまいります。 

 次に、項目１の２段目の行政代執行費でご

ざいますが、収入未済額1,219万7,000円とな

っております。これは起業者である国土交通

大臣から県知事に代執行の請求があり、昨年

12月から本年２月にかけて行った白川改修工

事に係る行政代執行費用でございます。３月

に納入義務者に請求しましたが、納入が行わ

れず収入未済になっておるものでございま

す。なお、本年８月に差し押さえを行い、28

2万9,715円を取り立てております。 

 次に、１番の項目の３段目の雑入でござい

ます。収入未済額89万9,000円となっており

ます。これは請負業者が倒産により契約を解

除した際の前払金の出来高不足分を返納する

際の利息相当分を請求したもので、工事契約

違約金と同様に、代表者の死亡や行方不明等

のために収入未済になっているものでござい

ます。なお、分納中だった１件、１万8,000

円については本年４月で完納となっておりま

す。 

 次に、説明資料にお戻りいただきたいと思

います。 

 説明資料の６ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出についてでございます。土

木総務費において4,924万8,000円の不用額を

生じておりますが、これは主に人件費の執行

残及び行政代執行費やＣＡＬＳ／ＥＣ事業等

の入札に伴う執行残でございます。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 ２段目の建設業指導監督費におきまして1,

123万3,000円の不用額を生じております。こ

れは建設業許可申請及び経営事項審査件数が

少なかったことによる、データ入力業務委託

料等の執行残でございます。 

 次に、８ページをお願いいたします。 

 用地先行取得事業特別会計でございます。

歳入についてでございますが、財産収入、繰

越金とも不納欠損額及び収入未済額はござい

ません。 

 次に、９ページをお願いいたします。 

 歳出についてでございますが、繰越額等は

ございません。 

 以上で監理課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○増田道路整備課長 道路整備課長の増田で

ございます。説明資料に基づきまして御説明

申し上げます。 

 歳入につきましては、説明資料の10ページ

から12ページでございます。 

 歳入の内容は、分担金及び負担金、国庫支

出金、繰越金、諸収入でございます。 

 主なものについて御説明いたします。 

 10ページの表の４段目をお願いします。 

 土木費国庫補助金で、予算額に対し48億1,

987万1,000円の減となっております。これは

繰り越し及び事業費確定に伴うものございま

す。 

 次に、11ページの５段目をお願いします。 

 諸収入で、予算額に対し２億183万4,000円

の減となっております。これは主に繰り越し

に伴うものでございます。 

 また、12ページにおきまして、雑入で予算

現額と収入済み額との比較で１億3,352万5,0

00円の増となっております。この主な理由と

いたしましては、過年度国庫支出金の受け入

れによるものでございます。 

 同じく、雑入の欄におきまして、収入未済

額が10万3,000円でございますが、これは後

ほど附属資料にて御説明いたします。 

 なお、道路整備課におきましては、不納欠

損額はありません。 
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 次に、歳出について御説明いたします。 

 13ページをお願いします。 

 ２段目をごらんください。道路橋りょう総

務費の不用額9,632万7,000円の主な理由とい

たしましては、国直轄事業負担金の減及び人

件費の残でございます。 

 次に、道路新設改良費の不用額６億1,863

万6,000円の主な理由は、事業実施不能箇所

の発生に伴う減、受託事業の減、経費節減に

伴う執行残によるものでございます。事業実

施不能箇所につきましては、交通連携推進事

業等の道路改築事業において、用地補償交渉

における移転先の検討、関係相続人間の紛争

の発生等により時間を要し、契約や工事がで

きなかったことに伴うものでございます。 

 続きまして、翌年度の繰越事業及び収入未

済に関しまして、附属資料で説明させていた

だきます。 

 翌年度の繰越事業につきましては、附属資

料の１ページから27ページまでに上げており

ますが、27ページをお願いします。 

 27ページの最下段になりますが、道路整備

課計は187カ所で、23年度への繰越額は95億

8,941万3,000円でございます。繰り越しの理

由は、関係機関との調整など計画に関する諸

条件の整備や用地補償交渉の難航及び工法の

検討協議に不測の日数を要したことなどによ

り、やむなく次年度へ繰り越したものでござ

います。 

 次に、収入未済についてでございます。 

 同じく附属資料の106ページをお願いいた

します。 

 一番上の表の収入未済額欄に10万3,000円

とございますが、これは受注事業者の倒産に

より契約を解除した際の前払金の出来方不足

分が返納されるまでの間の利息相当分でござ

います。平成20年度に発生した未収金でござ

いますが、当該事業者におきましては、破産

手続が終結しましたことから、現在、不納欠

損処理手続の準備を行っているところでござ

います。 

 以上をもちまして道路整備課の説明を終わ

らせていただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○亀田道路保全課長 道路保全課長の亀田で

ございます。 

 説明資料に基づきまして説明いたします。 

 まず、歳入につきまして御説明いたしま

す。 

 資料の14ページからでございます。 

 分担金及び負担金でございますが、不納欠

損、収入未済ともございません。 

 15ページをお願いいたします。 

 中ほどに記載しております使用料及び手数

料のうち道路占用料につきましては、調定額

２億9,560万円余に対しまして２億9,369万円

余を収納しており、収納率で申しますと99％

以上となっております。一方、不納欠損額が

72万円余発生しておりますが、これは納入義

務者である法人が倒産してしまい差し押さえ

る財産もなかったために、やむを得ず不納欠

損処分を行ったものでございます。 

 また、収入未済額が118万円余発生してお

ります。この解消につきましては、関係する

各出先機関において、所在不明者の追跡調査

や債務の差し押さえによる強制徴収を行うな

ど、収入の確保に努めてまいります。 

 次に、最下段の国庫支出金につきまして

は、予算額に対し23億8,427万円余の減とな

っておりますが、これは16ページから17ペー

ジに記載のとおり、主に事業の繰り越しによ

るものでございます。 

 次に、17ページの下から３段目の土地売払

収入についてですが、これは道路のつけかえ

などによって生じた不用地を売却して得た収

入でございます。今後も引き続き積極的に売

却を進めたいと考えております。 

 次に、18ページをお願いします。 

 雑入につきまして、収入未済額が920万円
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ほどございますが、これは道路損傷行為等に

よる原因者負担金と工事請負契約解除に伴う

前払金余剰額利息の合計でございまして、主

に経営不振や行方不明になどにより計画どお

りの納付がなされなかったものでございま

す。この解消につきましては、所在不明者の

追跡調査や預貯金調査等を行い、収入の確保

に努めてまいります。 

 歳入につきましては以上でございます。 

 引き続きまして、歳出でございますが、19

ページをお願いします。 

 道路橋りょう総務費の不用額1,544万円余

については、経費節減によるものでございま

す。 

 道路維持費の不用額１億5,455万円余のう

ち、7,000万円余は経費節減によるものでご

ざいます。これを差し引きました8,400万円

余は、除雪対策費用として年度末までに確保

していた費用でございます。昨年末からこと

し初めにかけての大雪には、除雪対策として

約１億2,000万円支出しております。例年で

あれば、２月から３月に約１億円の除雪費用

が必要であるため確保しておりましたが、実

際の支出が約2,000万円程度にとどまったた

めに不用とするものでございます。 

 20ページをお願いします。 

 道路新設改良費の不用額5,801万円余及び

橋りょう維持費の不用額4,126万円余は、い

ずれも経費節減によるものでございます。 

 歳出につきましては以上です。 

 最後に、繰り越しにつきましては、附属資

料で御説明いたします。 

 道路保全課関係につきましては、28ページ

から57ページまでとなっております。57ペー

ジに道路保全課分の合計を記載しております

ので、そちらで御説明いたします。 

 道路保全課全体では222カ所、50億6,617万

円の繰り越しとなっております。 

 主な理由としましては、関係機関との調整

や地元協議に時間を要したこと及び現場施工

条件の悪化等による工法協議に日数を要した

ためで、いずれも当初に想定できなかった支

障が生じたため、やむを得ず繰り越したもの

でございます。 

 以上で道路保全課の説明を終わらせていた

だきます。よろしくお願いいたします。 

 

○内田都市計画課長 都市計画課長の内田で

ございます。 

 まず、歳入関係でございますが、説明資料

の21ページから26ページに記載をしておりま

す。 

 内容につきましては、分担金及び負担金、

使用料及び手数料、国庫支出金、財産収入、

諸収入、繰越金でございます。いずれも不納

欠損額、収入未済額はございません。 

 次に、23ページをお願いいたします。 

 ４段目の国庫補助金の計でございますが、

予算に対し23億1,919万円の減となっており

ます。その主な原因は、平成22年度から導入

されました社会資本整備総合交付金事業の平

成23年度への繰り越しのためでございます。 

 次に、25ページをお願いいたします。 

 ３段目の財産収入の項目につきましては、

５段目の緑の基金預金利子が263万8,000円の

減となっておりますが、くまもと緑・景観協

働機構の事業の財源であります緑の基金の運

用利子の減によるものでございます。 

 また、その次の段の不用品売払収入の267

万円の増につきましては、新幹線事業に関連

します田崎陸橋撤去に伴います廃材の売却益

でございます。 

 次に、歳出につきましては、27ページから

29ページに記載をしております。 

 27ページをお願いいたします。 

 上から４段目、景観整備費の不用額1,813

万円は、経費節減に伴う執行残によるもので

ございます。 

 その次の段の新幹線建設促進事業費の不用

額３億1,319万7,000円の主なものは、鉄道・
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運輸機構への事業費負担金が確定したための

減でございます。 

 また、予算に対し17億2,263万1,000円の減

となっておりますが、それの主な原因は、平

成23年度への繰り越しのためでございます。 

 28ページをお願いいたします。 

 都市計画費は、都市計画総務費、土地区画

整理費、街路事業費、都市公園費で構成され

ています。最上段に記載しております都市計

画費の不用額3,692万5,000円は、経費節減に

伴う執行残によるものでございます。また、

予算に対し45億3,176万円の減となっており

ますが、それの主な要因は、平成23年度への

繰り越しのためでございます。 

 以上が一般会計における歳入歳出でござい

ます。 

 次に、翌年度への繰越事業につきまして

は、別冊の附属資料58ページから64ページに

記載をしております。 

 附属資料の64ページをお願いいたします。 

 明許繰越でございますが、最下段、都市計

画課の繰越額計は59億426万9,000円でござい

ます。繰り越しの主な理由は、鉄道・運輸機

構の事業費が繰り越しになったことによるも

の、関係機関との協議に時間を要したもの、

補償交渉等に日数を要したものなどでござい

ます。 

 以上が都市計画課の平成22年度決算に関す

る概要説明でございます。よろしくお願いい

たします。 

 

○軸丸下水環境課長 下水環境課長の軸丸で

ございます。 

 まず、決算について御説明いたします。 

 説明資料30ページをお開き願います。30ペ

ージから31ページまでが一般会計の歳入です

が、不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 30ページの上から２段目の国庫補助金につ

きまして、予算に対し8,517万9,000円の減と

なっておりますのは、主に31ページの上から

２段目、農山漁村地域整備交付金の繰り越し 

及び事業費確定に伴うものと、下から３段目

の地域活性化交付金(きめ細かな交付金)の繰

り越しによるものでございます。 

 続きまして、32ページと33ページは一般会

計の歳出でございます。 

 32ページの上から３段目、環境整備費の不

用額が4,127万円となっておりますが、これ

は備考欄に記載しております浄化槽整備事

業、この事業は浄化槽設置者に対し補助を行

う市町村に対して県費補助を行うものでござ

いますが、浄化槽設置の確定数が見込みより

少なかったことによるものでございます。 

 次に、流域下水道事業特別会計について御

説明いたします。 

 34ページをお開き願います。 

 まず、流域下水道事業特別会計の歳入につ

いても、不納欠損額、収入未済額はございま

せん。 

 34ページの一番上の段の分担金及び負担金

で、予算に対し5,121万4,000円の増となって

おりますのは、３カ所の流域下水道への流入

汚水量が見込みよりも多く、実績計算によっ

て市町村からいただく維持管理負担金がふえ

たことによるものでございます。 

 また、35ページの一番上の段の国庫支出金

で、予算に対し３億3,000万円の減となって

おりますのは、事業の繰り越しに伴うもので

ございます。 

 次に、36ページの上から４段目の繰越金で

ございますが、予算に対しまして15億192万

6,000円の増となっておりますのは、主に前

年度までの特別会計の繰越金でございます。 

 37ページの一番上の県債について、予算に

対し8,960万円の減となっておりますが、こ

れは主に流域下水道建設事業の繰り越しに伴

うものでございます。 

 38ページから39ページまでが歳出でござい

ます。すべての不用額は３カ所の流域下水道
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の維持管理費及び建設費に係る執行残による

ものでございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料の65ページをお願いいたします。

65ページから67ページまでが、下水環境課に

おける繰越事業でございます。 

 一般会計につきましては、66ページの一番

下の段をごらんいただきたいのですが、17カ

所で合計４億9,543万8,000円の繰り越しがご

ざいます。 

 また、特別会計につきましては、67ページ

の一番上に記載のとおり、５カ所で５億503

万7,000円の繰越金がございます。 

 これらのうち、単独処理浄化槽転換事業の

15件、４億7,507万9,000円につきましては、

緊急経済対策関連交付金を活用した２月補正

の事業であるため年度内完了が困難になった

ものであり、その他につきましては、河川協

議に時間を要したことなどによりやむなく繰

り越したものでございます。 

 以上で下水環境課の説明を終わります。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○林河川課長 河川課長の林でございます。

よろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元の説明資料に沿いまし

て、河川課の決算につきまして御説明申し上

げます。 

 40ページをお願いいたします。 

 歳入でございます。最上段が分担金及び負

担金になります。これは海岸事業に伴う市町

分担金、それから河川総合開発事業に伴う利

水者負担金でございます。いずれも不納欠損

額、収入未済額はございません。 

 下から３段目は、使用料及び手数料でござ

います。下の41ページにかけてが内訳になり

ます。 

 まず、収入未済額といたしまして、41ペー

ジの最上段の河川敷占用料で25万7,000円、

３段目の海岸占用料で22万2,000円が生じて

おります。これらはいずれも法人の倒産、経

営状況の悪化、占用者の所在不明などによる

ものでございます。 

 この収入未済につきましては、出先機関と

連携しながら解消に努めているところでござ

いますが、引き続き解消に向け努めてまいり

ます。 

 次に、下から３段目の国庫支出金でござい

ます。予算現額と収入済み額との比較の欄が

10億9,649万6,000円の減となっております。

この内訳につきましてはその下から43ページ

の２段目までに示しておりますが、災害復旧

事業や国庫補助事業等の繰り越しが主な理由

でございます。 

 43ページの上から５段目の財産収入、最下

段の繰越金でございますが、不納欠損額、収

入未済額、いずれもございません。 

 次に、44ページをお願いいたします。 

 最上段の諸収入でございますが、収入未済

額として１億2,594万1,000円が生じておりま

す。 

 内訳でございますが、まず45ページの最下

段の雑入で１億1,139万1,000円となっており

ます。これは備考欄に記載しておりますが、

海砂利超過採取事件に係る過料と不当利得返

還請求金の合計になります。なお、この２件

につきましては同一業者によるものでござい

ます。平成20年度に当初の許可量を大幅に超

過採取いたしまして不当に利得を得ていたこ

とから、本来納めるべき海砂利採取料を不正

に免れていたということで、県の一般海域管

理条例に基づき過料、民法に基づき採取料を

不当利得返還金として請求しているものでご

ざいます。今後は、該当業者に早急な納入を

促すとともに、法的措置による徴収も検討し

てまいります。 

 次に、46ページをごらんください。 

 ３段目の年度後返納の収入未済額1,455万

円につきましては、工事前払金の返納金でご
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ざいます。本件は業者の経営悪化により返納

できずに未収金となっているものでございま

す。なお、倒産などによる契約不履行ではな

いことから、保証会社の保証対象には該当せ

ず、前払金の返納を業者に求めているもので

ございます。現在は、この法人が清算手続中

でございますので、その状況の把握に努めて

まいりたいと思います。 

 歳入につきましては以上でございます。 

 続きまして、歳出について御説明申し上げ

ます。 

 47ページをごらんください。 

 まず、河川海岸総務費につきまして１億6,

020万3,000円の不用額を生じております。こ

れは主に国直轄事業における執行残によるも

のでございます。 

 その下の河川改良費につきまして3,137万

1,000円の不用額を生じております。これは

主に河川等災害関連事業の国庫内示減と事務

費の執行残によるものでございます。 

 次に、48ページをお願いいたします。 

 ２段目の水防費でございます。155万2,000

円の不用額は執行残でございます。 

 続きまして、３段目の災害復旧費で4,172

万3,000円の不用額を生じております。これ

は主にその下の河川等補助災害復旧費におき

まして、予算額の算定に使用します査定単価

に比べまして、工事発注の際に使用します実

施単価との差があったことと、入札残などの

理由により工事費用が少なく済んだために内

示も減になったものでございます。 

 最下段の河川等単県災害復旧費の不用額34

1万円につきましては執行残でございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 恐れ入りますが、附属資料の68ページをお

願いいたします。 

 平成22年度の繰越事業調べでございます。

68ページから75ページまで繰越事業を掲載し

ております。 

 75ページの最下段をごらんください。河川

課分の総計でございますが、83カ所、30億1,

064万4,000円が翌年度への繰り越しになりま

す。これらにつきましては、地元や関係機関

との調整、用地交渉などに不測の日数を要し

たため、やむなく次年度に繰り越したもので

ございます。いずれも既に発注済みもしくは

発注等の手続中で、年度内に完了する予定で

ございます。 

 以上で河川課の説明は終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○手島港湾課長 港湾課長の手島でございま

す。 

 港湾課は、一般会計と２つの特別会計がご

ざいます。 

 資料の49ページをお願いいたします。52ペ

ージまでが一般会計の歳入になります。 

 分担金及び負担金においては、不納欠損、

収入未済はありません。 

 下から３段目の使用料及び手数料のうち、

港湾区域占用料の収入未済が253万1,000円あ

ります。これは申請者の業績不振で未納とな

っているものです。 

 50ページをお願いします。 

 国庫支出金においては不納欠損、収入未済

はありません。予算現額に対する収入減は繰

り越しに伴うものでございます。 

 51ページをお願いします。 

 最下段の財産収入の土地貸付料に収入未済

が１万4,000円あります。これは百貫港の土

地貸付料の未納によるものでございます。 

 52ページをお願いいたします。 

 １行目の土地売払収入の3,731万9,000円

は、河内港聖ヶ塔地区埋立地及び百貫港県有

地の売却によるものでございます。 

 次に、下から２段目の諸収入の雑入におい

て、収入未済が27万3,000円ありますが、こ

れは過年度調定の港湾区域占用料が、申請者

の業績不振で未納になっているものでござい
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ます。 

 最下段の過年度収入の予算現額に対する収

入増は、過年度事業におきます国庫補助精算

金の内示増によるものでございます。 

 53ページをお願いします。54ページまでが

一般会計の歳出になります。 

 港湾管理費における不用額389万7,000円

は、事業費確定に伴う執行残です。 

 次の段の港湾建設費の不用額1,537万6,000

円は、事業費確定及び経費節減による執行残

及び入札残でございます。 

 54ページをお願いします。 

 空港管理費の不用額3,990万9,000円は、入

札残及び経費節減による執行残でございま

す。 

 55ページをお願いします。56ページまでが

港湾整備事業特別会計の歳入になります。 

 使用料及び手数料において、地方港湾使用

料と重要港湾使用料の収入未済が799万4,000

円あります。これらは申請者の業績不振によ

るものです。この収入未済額につきまして

は、10月末までに地方港湾使用料、重要港湾

使用料合わせて28万1,556円が収入済みで

す。 

 次に、中段からの国庫支出金でございます

が、収入未済はございません。 

 56ページをお願いします。 

 ３段目の諸収入でございますが、収入未済

額2,043万5,000円のうち1,920万円は、港湾

施設使用者が倒産し、事務所等の建物が港湾

施設用地内に残っていたのですが、当該建物

にはアスベストが使用されており飛散の危険

性があったため、港湾管理者として強制代執

行を行った費用でございます。 

 残りの収入未済123万5,000円は、熊本港旅

客ターミナル内レストランの電気及び水道代

ですが、事業者の業績不振によるものです。

不納欠損処分を244万3,000円行っておりま

す。時効成立により時効の援用がなされたも

のでございますが、詳細につきましては後ほ

ど説明いたします。 

 県債及び繰越金に係る不納欠損、収入未済

はありません。 

 57ページをお願いします。 

 港湾整備事業特別会計の歳出でございま

す。施設管理における不用額1,945万6,000円

は、入札残及び経費節減による執行残でござ

います。 

 施設整備費における不用額16万1,000円は

執行残でございます。 

 公債費における不用額2,000円は執行残で

ございます。 

 58ページをお願いいたします。59ページま

でが臨海工業用地造成事業特別会計の歳入に

なります。 

 財産収入、繰入金、諸収入及び繰越金と

も、不納欠損、収入未済はありません。 

 60ページをお願いいたします。 

 臨海工業用地造成事業特別会計の歳出でご

ざいます。不用額173万9,000円は、経費節減

に伴う執行残でございます。 

 公債費における不用額1,000円も執行残で

ございます。 

 以上で、一般会計、特別会計の歳入歳出に

関する説明を終わります。 

 引き続きまして、平成23年度への繰り越し

について御説明申し上げます。 

 附属資料の方をお開きください。76ページ

をお願いいたします。 

 関係機関等との協議・調整に不測の期間を

要したため、やむなく次年度へ繰り越したも

のでございます。繰り越ししました29カ所の

工事のうち、10月末現在で12カ所が完了して

おります。引き続き早期の工事完了に向けて

努力してまいります。 

 111ページをお願いいたします。 

 収入未済に関する調べでございます。 

 平成22年度収入未済に関する調べにつきま

して、まず一般会計について御説明を申し上

げます。 
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 １の平成22年度歳入決算の状況でございま

すが、１段目の港湾区域占用料では、調定額

990万7,000円に対して申請者業績不振等によ

り253万1,000円の収入未済額が、２段目の土

地貸付料では、調定額285万4,000円に対して

経済的困窮により１万4,000円の収入未済

が、３段目の雑入では、調定額333万2,000円

に対して申請者業績不振により27万3,000円

の収入未済があり、一般会計合計で281万8,0

00円の収入未済があります。 

 ２の収入未済額の過去３年間の経緯でござ

いますが、１段目の港湾区域占用料について

はほぼ横ばいですが、22年度の現年度分が、

申請者の会社倒産により未収金が若干増加し

ております。 

 次に、２段目の土地貸付料ですが、20年度

に比べ解消に向かっております。22年度にお

いては21年度以前の過年度分が納入され、現

年度分で１万4,000円の収入未済となりまし

たが、６月に全額納入されております。 

 次に、３段目の雑入ですが、会社が倒産し

ているため収入未済のままとなっておりま

す。 

 ３の平成22年度収入未済額の状況でござい

ますが、１段目の港湾区域占用料において

は、分割納付中が２件の６万2,000円、所在

不明が１件の２万1,000円、その他として倒

産、破産手続中、業績不振が原因で11件の24

4万8,000円になります。 

 次に、２段目の土地貸付料は、分割納付中

が１万4,000円ありましたが、先ほど申し上

げましたとおり、完納されております。 

 ３段目の雑入は、その他として倒産が原因

で１件の27万3,000円となります。 

 最後に、４の平成22年度の未収金対策でご

ざいますが、港湾区域占用料及び雑入につい

ては、電話及び臨戸催告により早期納付及び

分割納付を促すとともに、財産がある者につ

いては、差し押さえ等も視野に入れ準備を進

めているところでございます。時効が完成し

財産等資力のない者については、消滅時効に

より不納欠損処分の手続を10月25日に完了し

たところでございます。 

 土地貸付料は、先ほど申しましたように全

額納入されております。 

 112ページをお願いします。 

 続きまして、港湾整備事業特別会計につい

て御説明を申し上げます。 

 １の平成22年度歳入決算の状況でございま

すが、１段目の地方港湾使用料では、調定額

１億3,824万8,000円に対しまして、申請者業

績不振により67万4,000円の収入未済額が、

２段目の重要港湾使用料では、調定額５億4,

576万4,000円に対しまして、申請者業績不振

により732万円の収入未済額が、３段目の雑

入では、調定額3,270万2,000円に対しまして

清算手続中及び申請者の業績不振により2,04

3万5,000円の収入未済額があり、港湾整備事

業特別会計合計で2,842万9,000円の収入未済

がございます。 

 続きまして、２の収入未済額の過去３カ年

の経緯でございますが、１段目の地方港湾使

用料においては新規発生がございましたもの

で、未収金が若干増加しております。 

 次に、２段目の重要港湾使用料ですが、電

話及び臨戸催告や分納指導に取り組んだ結果

解消に向かっております。 

 次に、３段目の雑入でございますが、消滅

時効完成により不納欠損処分を行ったため、

若干減少しております。 

 ３の平成22年度収入未済額の状況でござい

ますが、１段目の地方港湾使用料において

は、生活困窮が６件の67万4,000円になりま

す。 

 次に、２段目の重要港湾使用料は、分割納

付中が５件の180万4,000円、法的措置が３件

の83万1,000円、生活困窮が３件の85万8,000

円、その他として倒産状態、破産手続中、業

績不振が原因で25件の382万7,000円ございま

す。 
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 ３段目の雑入は、法的措置が１件の1,920

万4,000円、その他として倒産が原因で６件

の123万1,000円になります。法的措置につい

ては、先ほど申しましたように行政代執行を

行った際の費用でありますが、現在会社清算

手続中でございます。 

 ４の平成22年度の未収金対策でございます

が、地方港湾使用料については、電話及び臨

戸催告により前年度分は完納しております。

重要港湾使用料についても、分割納付等を促

した結果、２法人については全額完納してお

ります。 

 雑入については生産手続中もありますが、

時効成立済みについては不納欠損処分を行っ

ております。 

 続きまして、118ページをお願いします。 

 不納欠損処分を７件、244万3,000円を行っ

ております。これは熊本港旅客ターミナル内

にレストランを営業することを目的に、平成

11年９月に使用許可を取ったものでございま

すが、そのうち水道及び電気代が平成12年４

月から７カ月間未納となったものでございま

す。この業者は、平成12年９月に不渡りによ

り銀行取引停止、当該使用許可も平成12年10

月に取り消しを行っております。その後、平

成19年10月まで代表者の所在が不明となりま

したが、平成19年11月に代表者と接触し、会

社が倒産状態で弁済能力のないことを確認し

ました。その後、平成22年12月に10年の消滅

時効の期限が満了したため、最終的に平成23

年２月に不納欠損処分を行ったものでござい

ます。 

 125ページをお願いいたします。 

 県有財産の処分の一覧表でございます。平

成22年度における売却処分が百貫港要江地区

の県有地と河内港聖ヶ塔埋立地区の２件ござ

います。いずれも分納でございます。収入合

計は3,731万9,800円となっております。 

 以上で、港湾課の説明は終わります。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 

○高永砂防課長 砂防課の高永でございま

す。 

 決算について御説明申し上げます。 

 委員会説明資料の61ページをお開きくださ

い。 

 まず、歳入につきましては、61ページから

63ページまででございます。 

 61ページの分担金及び負担金につきまして

は、不納欠損額、収入未済額ともございませ

ん。 

 次に、61ページ６段目の国庫支出金でござ

いますが、不納欠損額、収入未済額はござい

ません。予算現額に対しまして14億4,297万

円の減となっておりますのは、主に23年度へ

の繰り越しに伴う減でございます。 

 次に、63ページ中ほどの繰越金につきまし

ても、不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 続きまして、63ページ５段目の諸収入でご

ざいますが、その下、６段目の雑入につきま

して、収入未済額が１万7,000円、不納欠損

額が8,000円生じております。 

 収入未済額につきまして御説明申し上げま

す。 

 附属資料の113ページをごらんください。 

 収入の種別としましては、前払金余剰額利

息でございます。これは、請負業者の倒産に

より平成22年度に契約を解除した際、既に支

払い済みの前払金に対して出来高不足分の余

剰額が生じたものに係る利息分１件でござい

ます。 

 余剰額については、保証会社から返金され

たものの、利息分については業者からの納入

となっているため、県に納入されずに収入未

済となったものです。現在、破産手続中のた

め、破産管財人に対し債権の届け出を行って

いるところでございます。 

 不納欠損につきまして御説明申し上げま

す。 
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 附属資料の119ページをお開きください。 

 収入の種別は、収入未済と同様の前払金余

剰額利息ですが、平成20年度に契約を解除し

た分１件でございます。破産手続終了の決定

があった平成22年７月９日をもって県が保有

する債権が消滅したものと判断し、不納欠損

を行ったところでございます。 

 次に、歳出につきまして御説明いたしま

す。 

 委員会説明資料の64ページをお開きくださ

い。 

 砂防費につきまして2,444万7,000円の不用

額を生じておりますが、これは主に入札に伴

う執行残及び経費節減に伴う執行残でござい

ます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明申し

上げます。 

 附属資料の82ページから99ページにかけ

て、砂防課の繰越事業を記載しております。

99ページのとおり、合計で113カ所、30億4,8

07万2,000円の繰越額を生じております。繰

り越しの主な理由といたしましては、用地境

界確定や相続に伴う登記処理、地元関係機関

との調整及び工法の検討等のために不測の日

数を要し、やむを得ず次年度へ繰り越したも

のでございます。 

 以上で砂防課の説明を終わります。よろし

くお願いします。 

 

○坂口建築課長 建築課長の坂口でございま

す。 

 初めに、歳入について御説明申し上げま

す。 

 説明資料の65ページをお願いいたします。 

 歳入の内訳は、使用料及び手数料、国庫支

出金、繰越金及び諸収入でございます。 

 使用料及び手数料について主なものを御説

明申し上げます。 

 ３段目の土地開発行為許可申請手数料と４

段目の建築確認申請手数料につきましては、

予算現額に対しましてそれぞれ239万6,000

円、407万円の増となっております。これは

それぞれの申請件数が見込みより多かったた

めでございます。 

 次に、66ページをお願いいたします。 

 ２段目以降の国庫支出金につきましては、

予算現額と収入済み額の比較で3,618万1,000

円の減となっておりますが、これは４段目の

社会資本整備総合交付金の繰り越しに伴う減

が主な理由でございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。説

明資料の68ページをお願いいたします。 

 土木総務費の不用額2,578万4,000円につき

ましては、県有施設の改修等に係る工事請負

費、設計管理委託費の入札残及び経費節減に

よる執行残でございます。 

 次に、建築指導費の不用額2,198万9,000円

につきましては、当課所管の法令に基づく確

認・検査事務等に要します費用における経費

節減に伴う執行残でございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料の100ページから102ページまでを

ごらんください。 

 県有施設保全改修費の繰り越しにつきまし

ては、平成22年度の２月補正予算で計上され

まして、現在設計が終わりまして工事の発注

が始まっているところでございます。これら

の工事は来年の３月までに終了するものでご

ざいます。 

 102ページの建築物防災対策推進事業につ

きましては、熊本市の事業が翌年度に繰り越

されたため、県の補助金58万3,000円を繰り

越したものでございます。 

 また、同ページの民間建築物アスベスト緊

急改修促進事業費につきましては、モデル事

業で実施しました鹿本管内の結果を受けまし

て、仕様書の変更を行ったことによりまして

年度内完了が困難となったため、2,919万円

を繰り越したものでございます。 
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 建築課分は以上でございます。よろしくお

願いします。 

 

○平井住宅課長 住宅課長の平井でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 説明資料の69ページをお開きいただきたい

と思います。 

 まず、歳入関係でございますが、３段目の

県営住宅使用料ですが、調定額が22億5,564

万5,000円に対しまして、収入済み額が20億

8,381万9,000円で、収入未済額１億4,327万

8,000円となっております。 

 収入未済額が多い理由といたしましては、

公営住宅は、入居対象者を住宅に困窮する低

所得者といたしておりまして、昨今の厳しい

経済状況による収入の低下により生活困窮等

が加わったものと考えられること、また、退

去滞納した分が未納金の59.4％を占めている

ということでございます。収入未済の状況や

対策につきましては、後ほど別冊の附属資料

で御説明させていただきます。 

 なお、県営住宅使用料の収入未済額のう

ち、10月20日までに3,128万6,000円が収入済

みとなっておりまして、同日時点で未収額は

１億1,199万2,000円となっております。 

 不納欠損額につきましては2,854万8,000円

でございますが、これは退去後の所在不明ま

た退去者の死亡などにより時効となったもの

でございます。 

 なお、予算現額との比較で2,398万8,000円

となっておりますのは、督促等の強化により

収入済み額が見込みを上回ったものでござい

ます。 

 同じく、４段目の県営住宅用地使用料です

が、これは県営住宅の駐車場使用料などでご

ざいます。調定額１億7,693万3,000円に対

し、収入済み額が１億7,241万5,000円で、収

入未済額が451万8,000円となっております。

この理由としましても、住宅使用料と同様入

居者の生活困窮などによるものでございま

す。これも収入未済の状況や対策につきまし

ては、後ほど附属資料で説明をさせていただ

きます。 

 なお、県営住宅用地使用料の収入未済額の

うち、10月20日までに213万5,000円が収入済

みとなっておりまして、同日時点で未収額は

238万3,000円となっております。 

 次に、長期有料住宅認定申請手数料です

が、長期有料住宅の普及の促進に関する法律

に基づく長期有料住宅建築等計画の認定業務

に伴う手数料でございます。予算現額と収入

済み額との比較で61万3,000円の増となって

おりますのは、当初見込みよりも認定申請件

数が多かったためでございます。 

 次に、国庫支出金ですが、70ページでござ

います。 

 ２段目の地域住宅交付金及び５段目の社会

資本整備総合交付金で、予算現額と収入済み

額との比較が、上から183万3,000円、２億76

7万2,000円の減となっておりますのは、執行

残及び繰り越し等に伴うものでございます。 

 また、最下段の各種住宅施策事業費補助

で、予算現額と収入済み額の比較が3,958万

1,000円の増となっておりますのは、家賃減

額補助の受け入れ増によるものでございま

す。 

 次に、71ページ、１段目をお願いいたしま

す。 

 財産収入の土地貸付料の収入未済額は19万

3,000円となっておりますのは、県外在住の

債務者が死亡したため、相続人に対しまして

督促をいたしておりますが、未納付となって

いるものでございます。これにつきまして

も、後ほど附属資料で御説明をさせていただ

きます。 

 次に、下から２段目の県営住宅敷金運用利

子及び県営住宅駐車場保証金運用利子におき

ましては、予算現額と収入済み額との比較で

122万1,000円、８万4,000円の増となってお

りますのは、運用収入の増に伴うものでござ
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います。 

 次に、72ページ１段目をお願いいたしま

す。 

 住宅金融支援機構収入につきましては、同

機構からの業務委託の対象となる災害復旧建

築物等の工事費に差がなかったため収入がな

かったものでございます。 

 次に、４段目の雑入においては、予算現額

と収入済み額との比較が247万9,000円の増と

なっておりますのは、強制執行予納金の還付

等の予算外分収入の受け入れによるものでご

ざいます。 

 次に、歳出につきましては、73ページをお

願いいたします。 

 ２段目の住宅管理費ですが、10億1,987万

4,000円の予算に対し支出額が９億6,895万7,

000円となっております。不用額5,091万7,00

0円につきましては、即決和解の実施及び高

額所得明渡訴訟対象者の自主退去に伴い、訴

訟件数が見込みより少なくなったことによる

事務費の執行残、また維持補修工事の執行残

及び経費節減に伴う執行残でございます。 

 また、３段目の住宅建設費の不用額6,653

万8,000円につきましては、公営住宅建設事

業、公営住宅ストック総合改善事業の入札に

伴う執行残及び高齢者向け有料賃貸住宅供給

促進事業において、事業者の自己都合により

辞退があり不用となったものでございます。 

 続きまして、繰り越しにつきまして、附属

資料の103ページをお願いいたします。 

 住宅課の繰越額計は２億9,155万4,000円で

ございます。 

 繰り越しの主な理由としましては、県営山

の上団地の工事着手に向けての住民説明会開

催の日程調整及びくい工事、根切り工事にお

いて転石等の処理に不測の日数を要したこと

や、高齢者向け有料賃貸住宅建設におきまし

ては、事業者による供給計画の作成に不測の

日数を要したことが主な原因でございます。

やむなく繰り越したものでございまして、な

お、県営山の上団地につきましては、平成23

年度債務分を含む全体事業が当年度中に完了

する予定でございます。 

 収入未済につきましては、114ページをお

願いしたいと思います。 

 初めに、資料の訂正をお願いいたします。 

 正誤表をお配りしていると思いますが、こ

の114ページの表２のうち「収入未済額の過

去３ヶ年の推移」でございますが、県営住宅

用地使用料の欄の平成20年度分の過年度分と

現年度分が入れかわっております。正しく

は、過年度分がゼロ、現年度分が269万8,000

円でございます。申しわけございません。 

 それでは、表の１をごらんください。これ

は先ほど説明いたしました歳入に関する調べ

のうち、収入未済となっている収入を一覧に

したものでございます。 

 上段の県営住宅使用料、いわゆる家賃の収

入未済が１億4,327万8,000円、次の県営住宅

用地使用料、これは駐車場使用料及び行政財

産目的外使用料でございますが、この収入未

済額が451万8,000円、最後に土地貸付料、こ

れは普通財産である土地の貸付料で、その収

入未済額が19万3,000円でございます。 

 表の２をごらんください。これは収入未済

の過去３カ年の推移を示したものでございま

す。県営住宅使用料につきましては年々減少

しておりますが、県営住宅用地使用料につき

ましては若干増加しております。また、土地

貸付料は、過年度の滞納が解消されない状況

にございます。 

 次に、次ページの表の３をごらんくださ

い。これは収入未済についてその状況を整理

したものでございますが、県営住宅使用料に

いては、滞納者のうち法的措置まで至らず、

分割納付中の方と法的措置を講じている方の

２つを合わせまして1,102件、１億3,375万8,

000円で、金額がこの２つで93.4％を占めて

おります。 

 県営住宅用地使用料につきましては、分割
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納付中の方が362件、292万1,000円となって

おります。 

 土地貸付料につきましては、相続人に督促

しても支払いがない非協力的な事案が１件、

19万3,000円となっています。 

 表の４をごらんください。これは各未収金

についての対策を記載しております。 

 まず、県営住宅使用料について、入居者へ

の対策といたしましては、これまでも督促状

の発行や徴収嘱託員による臨戸訪問徴収・督

促などの対策を行ってまいりましたが、平成

22年度からの新しい取り組みといたしまし

て、４番目の３カ月以上の滞納者への催告、

５番目の支払いに応じない４カ月以上の滞納

者の連帯保証人に催告を行っており、また10

番目の生活保護世帯における代理納付の実施

につきましても、従来の武蔵丘団地に加えま

して、熊本市と連携して熊本市内の団地でも

実施いたしております。 

 それから、退去者への対策といたしまして

は、所在不明者の所在調査や徴収嘱託員によ

る名義人や連帯保証人への訪問、電話催告及

び徴収などを行っております。県営住宅用地

使用料につきましても同様な対策を行ってき

ております。 

 最後に、土地貸付料でございますが、相続

人の所在が不明だったため所在調査を行いま

すとともに、支払督促を行ったところでござ

います。 

 今後とも、未収金対策といたしまして、短

期滞納者への早期の納付指導、代理納付の促

進等による滞納額の抑制、支払いに応じない

悪質な長期滞納者に対する法的措置の実施な

どに引き続き取り組み、未収金の解消に努め

てまいりたいと思っております。 

 以上で住宅課の説明は終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 以上で土木部の説明が終

わりましたので、質疑に入ります。質疑はあ

りませんか。 

 

○城下広作委員 では、３つほどちょっと確

認させてください。 

 まず、監理課の５ページの部分ですけど

も、納入義務者が納入を拒否したという、こ

の拒否したものは何なのかちょっと教えてく

ださい。 

 

○金子監理課長 監理課でございます。 

 ５段目の額はどの部分……。 

 

○城下広作委員 行政代執行費で、納入を拒

否したものは何なのか、ちょっと参考のため

に。 

 

○金子監理課長 拒否したものですか。 

 

○城下広作委員 これは、お金を納入拒否し

たということですか。 

 

○金子監理課長 お金の納入を拒否したとい

うことでございます。 

 

○城下広作委員 なるほどね。これは物かと

私は思ったもんだから、金額等もね。それ

で、今、回収が一部できているということで

すね。相手はそういう納入を今後もやるよう

な可能性はあるんですか。 

 

○成瀬用地対策課長 用地対策課でございま

す。 

 相手はほとんど今年金生活者になっておら

れます。今現在、損害賠償の裁判を打たれて

おりますので、今それの判決の、裁判の行方

をちょっと見ております。そのとき勝てばそ

れを押さえる――と思っております。 

 

○城下広作委員 わかりました。 

 では、２番目いいですか。13ページの部分
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で、道路新設改良の部分で、いわゆる用地の

交渉でこの事業が、新規道路のところができ

なくなったというところですけども、新設道

路でしょうから、大事なところといいます

か、工事ができないと、せっかく期待してい

たところの部分になると思うんですけども、

ちょっと具体的にもう少し詳しく、完全にで

きなくなったのか、一部できないという形で

推移しているのか、それをちょっと教えても

らっていいですか。 

 

○増田道路整備課長 道路整備課でございま

す。 

 用地の関係につきましては、具体的には国

道325号の山鹿市の部分でございますけど

も、委員御指摘は不用額のお話だろうと思い

ますけど、これは平成21年度の経済対策に伴

う補正ということで、大きい予算を、県費の

負担も少ないということで、できる限りとい

うことで、うちの方で国にお願いして予算を

確保した部分でございますけど、７億少々あ

りました。 

 これにつきまして、一生懸命、現場の方は

現道沿いの現道拡幅でございまして、店舗等

もある難しいところでございますけども、９

月からかかりまして１年半ほど頑張ったんで

すけども、半分ほど、３億ほど執行できず

に、事故繰り越しの理由も立たないもんです

から、やむなく不用ということで残したわけ

でございます。 

 

○城下広作委員 事業としては繰り越して、

その後完成できるという可能性は高いという

ことですね。 

 

○増田道路整備課長 昨年度から、また予算

は現年予算ということで鋭意進めておりまし

て、今も出先も頑張って工事の方もやってお

ります。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 もう１ついいですか。 

 

○藤川隆夫委員長 どうぞ。 

 

○城下広作委員 32ページの環境整備費の部

分ですけれども、浄化槽整備費の不用という

形の部分ですけど、これは市町村設置型の浄

化槽整備の分で不用ということですか。 

 

○軸丸下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 浄化槽設置事業の内訳の中で、先ほど御説

明申し上げました設置数が少なかったという

ことは、個人設置型の浄化槽でございます。

年度末まで個人の方からの補助金の申し出が

あるのを待っていて、結果として申し出がな

かったということでございます。個人の方か

らの申し出に対して対応できるように、最後

まで予算を確保しておくというのが各市町村

のスタンスでございまして、どうしてもこう

いう形に不用額が出ています。 

 

○藤川隆夫委員長 よろしいですか。 

 

○城下広作委員 はい。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには。 

 

○岩下栄一委員 素朴な意見ですけど、ずっ

と説明聞いていまして、はっきり言うて頭が

痛くなったですね。 

 というのは、不納欠損、あるいは収入未済

の原因が、倒産だ、あるいは行方不明がいろ

いろ、そういう文言が各課にわたってたくさ

ん出てきているわけです。今の経済状態を反

映して、これは一つの時代の相をあらわして

いるなと思うんですけど、去年度において、

県内の県工事を受注している企業の倒産件数

というのは何件ぐらいあったんですか。 
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 それから、中に悪質なものが随分あるよう

な気がするけど、そういうものは事前にわか

らなかったのか。 

 それから、経営状態というものは、入札前

にわからなかったのかという素朴な疑問です

けど。 

 

○金子監理課長 平成22年度で建設――倒産

全体は112件で、建設業者関係は37件ござい

ます。 

 経営事項審査等をやって建設業者の経営状

況は一応把握しておるんですけども、今回の

監理課分で上げているのは平成17年、つい最

近の事案ではなくてかなり古い事案の案件で

ございまして、あと現在保証契約等で保証金

が取れるような格好になっておりまして、通

常の工事の仕様であるとか、あるいは前金と

か、既に支払っている分については保証契約

の中で処理されていると。今回やっているの

は違約金であるとか、前金を払った分の利息

分であるとか、そういうふうになっておりま

す。 

 

○岩下栄一委員 回収に努めておられると、

これは当然のことだけど、貴重な公金ですか

ら。これは県の職員が回収に当たっているわ

けですか。 

 

○金子監理課長 各課の職員、実際は出先機

関の職員が中心になりますけども、県の職員

の方で行っております。 

 

○岩下栄一委員 大変でしょうね。でも、公

金ですから、ぜひ極力回収に努めてほしいと

要望します。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには……。 

 

○鎌田聡委員 済みません。先ほどの城下委

員の質問に関連しますけど、５ページの行政

代執行ですね。経過を詳しく教えていただき

たいのが、予算が3,650万あって、調定が1,2

19万でそれが全部収入未済と。調定額が入札

でその分が減っていると。これはいつやった

分で、具体的にどのような行政執行の費用が

かかっておってその分が取れていないのか、

ちょっと教えてもらっていいですか。 

 

○成瀬用地対策課長 当初3,500万の予算で

したけれども、熊本河川国道事務所に私ども

の方から委託しております、実際代執行をや

る事業をですね。そのときの委託しました金

額は3,300万程度でございます。 

 国の方からそれをまた業者さんに、ビルだ

もんですから、それを壊される請負工事費で

発注されました。これの最終的な国の報告に

上がりましたのが1,200万でございます。最

終的には、精算的には1,200万、国から1,200

万かかりましたよという請求が来ておりま

す。ビルを壊す……。 

 

○鎌田聡委員 費用ですね。 

 

○成瀬用地対策課長 はい。大部分がビルを

壊す費用です。 

 

○鎌田聡委員 よろしいですか。先ほど、回

収できていない理由は年金生活者だからとい

うお話がございますけども、要は業者から1,

219万取れていないと……。 

 

○成瀬用地対策課長 いや、業者じゃなく

て、そのビルのオーナーから私の方の熊本県

が1,200万徴収せんといかぬわけです。それ

が取れない。 

 

○鎌田聡委員 いいですかね。国との委託契

約で3,300万で委託したなら、それは国が責

任持ってやる話じゃないんですか。そこの取

るのは……。 
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○成瀬用地対策課長 取るのは、行政代執行

法では私どもが代執行権者ですので、私の方

が本来壊さにゃいかぬ人から徴収と。国に

は、実際国が1,200万かかっていますけど

も、1,200万は国さんはいただきますと、工

事請負費、その他もろもろの分をですね。私

どもは実費払いますと、国さんに。すると、

そのかかった経費はビルのオーナーから取れ

ということです。 

 

○鎌田聡委員 いいですかね。国に委託して

行政代執行してもらっているんなら、国がオ

ーナーから大体取るような、私の素人考えで

いきますとそうじゃないかなと思うんですけ

ども、そこの取れないときは県がやらにゃん

ということがちょっと理解できないわけで

す。 

 

○成瀬用地対策課長 行政代執行法ではその

ようになっております。県が行政代執行権者

だから、県がそれの経費は、かかった経費は

取ってくださいということです。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。 

 

○池田和貴委員 済みません、ちょっと関連

してですが。 

 そこで、なぜ国に行政代執行をお願いしな

ければいけなかったのか、なぜ県ではできな

かったのか、そこがわかればちょっと教えて

いただけますか。 

 

○成瀬用地対策課長 この事業は国がやって

いらっしゃいます事業でございます。だか

ら、そこあたりを一番熟知されているという

ことで、国にお願いします。 

 

○池田和貴委員 では、それは別にいろいろ

なルールがあって、それでこの場合には国に

頼まなければいけないというルールがあるわ

けではなくて、県の意思として、これは国に

頼んだ方がいいということで、国に頼んだと

いうことで理解してよろしいですか。 

 

○成瀬用地対策課長 そうでございます。 

 

○池田和貴委員 何でかな。 

 

○鎌田聡委員 やっぱり国に取ってもらわに

ゃいかぬとだけんな。 

 

○藤川隆夫委員長 では、関連で……。 

 

○守田憲史副委員長 済みません。要は、立

ち退いてもらうのに、オーナーがいて、解体

費用も買収費用の中に入っているかと思うん

ですが、その買収費用は払わずにあったんで

すか、それともそれらは相殺したんですか、

それとも払っちゃったんですか。 

 

○成瀬用地対策課長 この事業は、実は２年

ほど前に収用委員会の方の裁決で収用されて

いる土地でございます。ビルで保証金も払っ

ています。これは払わないと収用裁決では失

効しますのですべて壊し賃ですね、極端にい

いますと壊し賃も含めて全額オーナー側に払

っています。 

 

○守田憲史副委員長 そうすると、普通の収

用で任意だったならば、解体費用は解体を確

認してからでないと払わないわけでしょう。 

 

○成瀬用地対策課長 そうです。 

 

○守田憲史副委員長 だから、今回の場合

は、収用法だったのでそれができずに払っち

ゃったと。 

 

○成瀬用地対策課長 これは起業者は国です

 - 19 -



第６回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年11月２日) 

ので、収用裁決に基づきまして全額土地代、

補償費含めてすべて国から直接払ってありま

す。 

 

○松岡徹委員 ３点まず。 

 実は、７ページの新建設産業振興プラン関

係ですけど、金子課長、これは何回これを読

んでも、どうも中身的にかなり見直したがい

いんじゃないかなと思っているんです。 

 建設産業の将来見通しでありますけど、言

うなら、この組み立てというのは、公共投資

が減っております、県も減っております、し

たがってというふうなことになっていて、確

かに１項目だけ社会資本の維持修繕費の増大

というのが少し出ているけど。 

 私は、やっぱり今建設産業をめぐる大きな

状況ですね、例えば大地震があって津波対策

をどうするのか、それから異常気象で大きな

水害がある、山崩れがあると、そしてまた客

観的にいうと維持修繕費が爆発的にふえる状

況が10年後、20年後来ると。 

 そういう中で、どうも以前、当時のこれを

つくるときの課長発言が新聞報道でなされた

けど、建設産業もある意味リストラを考えざ

るを得ないという趣旨の発言が出たりなんか

して、何か公共投資が減っているから予算を

どんどん減らしていくという、そういう流れ

の中のプランだから、決して新建設産業振興

プランというようなビジョンが見えないとい

うか、そんな感じがするんですけど、どうで

すか、その辺の……。 

 

○金子監理課長 確かに、３月の大地震等で

今後の社会資本整備のあり方とか多分変わっ

ていくのかもしれません。それ以前につくら

れたプランですので、水面ではそういう防災

関係については若干の手薄なところがあるか

もしれませんけども、ただ基本的に建設投資

額に比べて業者数が非常に多い状態は依然と

しても続きますので、それについてはやっぱ

りターゲットを持って検討していかなければ

いけないと考えております。 

 

○松岡徹委員 それで、これはこの前もちょ

っと言ったことがあるけど、実際これからの

道路とか橋とかでは、今が50年以上が９％

で、10年後は27％とか、20年後は54％になる

とかね。それから16年に耐震促進化法が改定

されて、2015年まで一般住宅も90％まで耐震

化を義務づけられているわけです。このこと

はもっとスピードアップせにゃいかぬような

状況になっている。 

 だから、それは予算の面と同時に、財政と

同時にマンパワーとしても地域での建設産業

を充実したというのは、今までの状況での延

長戦上で判断すべきでない要素がかなりある

と思うんです。だから、多いから減らさにゃ

んという、私に言わすれば極めて、言葉で言

えばちょっと失礼かもしれぬけど、単純じゃ

ないかなと、もう少し再検証したらいかがか

なというふうに思うんですけどどうですか。 

 

○金子監理課長 委員御指摘の維持補修費関

係については県の当初予算でも年々ふえてお

りまして、維持修繕のあり方とか、そういう

技術的な面とか、施工の面も含めて十分検討

していかないといけないと思いますので、そ

れについて建設産業をどう考えるかというの

もあわせて検討する必要があると考えており

ます。 

 

○松岡徹委員 これはまた今後ですね。 

 次に、住宅課関係で、これは73ページの住

宅マスタープラン関係ですね。これで、今政

府が進めている地域主権改革の中で、いわゆ

る義務づけ、枠づけの見直しという路線の中

で、公営住宅関係もかなり重要な件が織り込

まれているんですね。 

 それで、この住宅マスタープランの中身

で、それがどういう形になっておるのかなと
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いうので、４点ほど。 

 １つは、いわば整備基準があったのを、参

酌基準に参酌するということになっているん

ですね。それから２つ目に、入居収入基準の

弾力化。それから３つ目に、いわゆる都道府

県の基本計画、これについては法の第６条な

んだけど廃止するというようなのが、地域主

権改革大綱では打ち出されております。 

 それからもう一つは、いわゆる地域住宅交

付金というのが廃止されて、社会資本整備総

合交付金に吸収されたわけですね。そこら辺

の中で実際どういうふうになっているのか、

お金の総額とか、その４点について、このマ

スタープランとの関係で、今どぎゃんふうに

なっておるのかなということです。 

 

○平井住宅課長 まず、今お尋ねの整備基

準、それから入居収入基準でございますが、

これは地方主権一括法の中で、これまで政

令・省令で国が定めておりました整備基準、

これはハードの基準でございますが、それか

ら入居収入基準、これについては条例に委任

するということになっております。 

 その中で整備基準につきましては、国が標

準的なといいますか、参考にする算出基準を

示すということになっておりますので、そう

いったものを参考にして条例を改めていきた

いというふうに思っております。 

 それから、マスタープランにつきまして

は、これは今委員がおっしゃいましたよう

に、公営住宅法の中で、これは生活基本法に

基づく都道府県計画により公営住宅は整備し

なさいということになっております。これは

削除するということでございますが、この削

除する意味は計画がなくなるということでは

ございませんで、これはやはり地方主権の流

れの中で、そういった義務というような言い

方はできないという趣旨でこの条項は外すと

いうことでございまして、この都道府県計

画・マスタープランに基づいて今後も県営住

宅・公営住宅の整備を進めていくということ

は変わりはございません。 

 このプランにつきましては、まず、住生活

基本法に基づきまして、国が全国計画を定め

ることになっております。この改定が、昨年

度国の全国計画がございましたので、その改

定を受けまして本年度県におきましては、県

のマスタープランである熊本県の住生活基本

計画を定めている、改定しているところでご

ざいます。 

 それから、交付金につきましては、これは

従来地域住宅交付金という制度でございまし

たが、これは制度的に社会資本整備総合交付

金の中に組み込まれたということでございま

して、そういった交付金の性格といいいます

か、そういったものにつきましては従前と変

わらないものだというふうに思っておりま

す。 

 

○松岡徹委員 幾つかありますけど、基本計

画のところで、これまでの場合は、世帯人数

や身体状況等に応じた規模及び設備云々とい

う規定があるわけです。つまり、老朽化した

公営住宅の改良とか修繕とか維持補修なんか

を含めた規定があるわけです。どうもそぎゃ

んところがあいまいにされていくんじゃない

かなということが指摘されております。 

 それから、ああたから入居収入基準のこと

はなかったけど、これで大体20万円が15万8,

000円とかに下がっていくと、いわゆる入居

条件はそれだけ県民的に見れば狭められる

し、一方では、それ以上になった人は退去と

か、また家賃の値上げというふうな格好にな

ってくるわけだから、いわば公営住宅法の第

１条の趣旨からするとかなり問題があるとい

うふうに私は思うんです。 

 そこら辺のところは、よく上がやることだ

からこうですとか、実際総合交付金に吸収さ

れれば、今までは目的を持って交付金が来と

ったんだけど、全国的に見ると、公営住宅も
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ＵＲの住宅もやっぱり減っているんです。で

すから、そこら辺のところは、きょうはこれ

以上は細かくは聞きませんけど、まだ別途、

別なところで聞きますが、もう少し分析的に

検討していただく必要があるのかなというこ

とを申し上げておきます。 

 もう１つ。附属資料の71ページ、説明資料

の47ページ、河川課ですけど、71ページの一

番上の路木ダム関係です。ここで説明されて

いる「工事区域内にて」云々と、これについ

てちょっと河川課の方に説明をしていただき

たいなと思います。 

 

○林河川課長 河川課でございます。河川課

の繰り越しとして、71ページの最上段に路木

ダムということで計上しておりますけども、

これにつきましては、発注に当たりまして、

ここに記載しておりますように、クモですと

か陸産の貝類とか貴重種が確認されたという

ことで、再度モニタリング調査を行いまし

て、そのために時間を要しまして発注がおく

れたということで、一部繰り越しになったと

いうものでございます。 

 

○松岡徹委員 再度調査して、今どんなにな

っていますか。 

 

○林河川課長 路木ダムにつきましては、昨

年の３月の議会で一応承認をいただきまして

本体工事を締結したということで、昨年６月

から本体工事に着手しております。現在、掘

削工事でございまして、早ければ年内にも本

体のコンクリート工事に入る予定になってお

ります。 

 

○藤川隆夫委員長 今んとは、そんなことに

ついて委嘱したかどうか、どぎゃんしなはっ

たですかという話。 

 

○松岡徹委員 この貴重種の動植物に関しま

して、いわばこのことについてはどうしたん

ですかと。 

 

○林河川課長 これにつきましては、一応専

門家を含めましてモニタリング調査をいたし

まして、貴重種、そういったものの確認を一

応しております。支障がないということを確

認して工事の方には着手しております。 

 

○松岡徹委員 専門家というとどこですか。 

 

○林河川課長 これにつきましては、県の方

でお願いしております、こういった環境対策

の専門家の方々にお願いした上で認知をして

いると。 

 

○松岡徹委員 それは、後日また詳しくお聞

きします。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには。 

 

○髙木健次委員 いいですか。岩下委員のさ

っきの質問に関連するんですけれども、これ

は附属資料の116ページ、22年度の不納欠損

調べ、116ページから120ページまでざっと計

算したら、大体件数で1,141件、金額で3,177

万4,000円か、大体3,200万、これは22年の不

納欠損額。土木予算が756億の不納欠損額が

3,200万ぐらいだから、大したことはないじ

ゃないかというような感覚もあるやに思える

ような感じもするんです。 

 ただ、しかし、この不納欠損額が毎年毎年

出ているわけだから、不納欠損額に対しては

皆さんのふだんの徴収努力とか、そういうの

はよくわかりますけれども、全体としてこれ

だけあるわけだから、この不納欠損額を少な

くするために、また出さないためにもよりよ

い皆さんの努力がこれからも求められるんじ

ゃないかなという感じがしますが、土木部

長、この辺の見解をちょっとお聞かせくださ
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い。 

 

○戸塚土木部長 金額の多寡は問わずに、や

はり先ほど岩下委員からもお話があっていま

したように公金ですので、その辺はわずかと

いえども公平のためにはきちっとせにゃいか

ぬと思っています。 

 ただ、不納欠損額の中の大方の部分につい

ては、公営住宅関係が大半を示しています。

こういった困窮者に対する一つの行政サービ

スというものと義務としての納入と、我々と

しては悩ましいところを抱えておりますけれ

ども、これは一つのルールでございますの

で、極力収納の方には努力しております。 

 ただ、相手の方の事情もございますので、

先ほど住宅課長が説明しましたように、各段

階から一気に強権発動ではなくて、徐々にそ

ういったことと、もしくはなかなか支払われ

る方のところの事情等がございますので、ど

ちらかというと、事前に徴収できるような仕

組みをつくられればそれで事前に徴収して、

本人さんの方のいろんな突発的な支払いで、

住宅費用がおざなりになるというようなこと

がないような、そういった仕組みも活用しな

がら、不納欠損額の減少については努力して

おりますし、またこれからもより一層努力し

ていきたいというふうに考えております。 

  

○髙木健次委員 今部長の方からお話があり

ましたけど、今1,130件が住宅関係ですから

ね、家賃関係、今の経済状況から比べるとい

たし方ない部分もあるかもしれませんけれど

も、しっかりその辺はやっていただきたいと

いうふうに思います。 

 もう１つ、45ページの河川課なんですけ

ど、課長を目の前にして言うのもなんですけ

れども、一番下の雑入ですね、ここでは去年

もたしか議論をされた問題かと思うんです。

ことしも、22年度も未済額で１億1,100万出

ています。この辺の現況は、業者が倒産した

ということでなかなか入らないということで

すけれども、現況はいかがなもんですか。 

 

○林河川課長 海砂利採取事件に関する問い

合わせがございましたので、これについてお

答えします。 

 先ほど概要について御説明しましたけど

も、詳しく御説明しますと、この事件につき

ましては、平成20年度に海砂利採取の認可は

13万立米ございましたけども、これに対しま

しては32万立米超過した、トータルで45万立

米を採取したということで、一昨年の12月

に、海上保安部の方が、有明海で操業してい

る会社を砂利採取法違反ということで摘発し

たものでございます。昨年の３月に検察庁が

起訴いたしまして、同じく昨年の４月に罰金

刑が確定した事件でございます。 

 なお、摘発された業者というのは、平成17

年にも超過採取事件で摘発されておりまし

て、今回が２回目ということでございます。 

 昨年計上しましたやつにつきましては、前

回のやつでございます。今回の分につきまし

てでございますが、河川課として行いました

処分としては２件ございます。１つは、一般

海域管理条例に基づく過料処分、それから民

法に基づく不当利得返還請求の２つがござい

ます。 

 現状でございますけども、まず、不当利得

返還金につきましては、徴収を免れた額とい

うことで約3,700万円、これに支払いが完了

するまでの利息を加えまして、この額につい

て今請求しているということです。 

 不当利得の返還につきましてはこれは民事

上の手続、いわゆる民事債権になりますの

で、違反業者の督促に対する今後の対応、そ

ういったものを見きわめながら法的措置によ

る強制執行も念頭に置いて、徴収に努めてま

いりたいと考えております。 

 違反業者につきましては、早急な納入指導

を行っておりまして、昨年の11月からこれま
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で10回にわたりまして一部の支払いが行われ

ております。 

 もう１つ、過料処分、一般海域管理条例に

よる過料処分ございますけども、これにつき

ましては、違反業者の方から昨年９月の16日

付で知事に対しまして、地方自治法に基づく

処分取り消しを求める異議申し立てというも

のが提出されております。これにつきまして

は、ことしの１月５日付で棄却の決定をいた

しました。 

 なお、ことしの７月の７日までが裁判の提

訴の提起期間でございますけども、これを経

過しましても違反業者の方からは提訴が確認

されませんので、この処分については確定し

たというふうに我々としては判断しておりま

す。ですので、現在滞納処分に向けまして、

財産調査を現在進めているところでございま

す。 

 今後につきましては、地方自治法上、地方

税の滞納処分にならいまして強制徴収になり

ますので、法の規定に従って差し押さえなど

の義務を行ってまいりたいというふうに考え

ています。 

 

○髙木健次委員 今詳しい事情を聞きました

けれども、ただしかしこれだけの１億2,000

万、なかなか見通しとして非常に厳しいもの

もあるんじゃないかなと、裁判ざたにもなっ

ているということですから、この辺がまた数

年後に不納欠損額として乗っかってくれば、

いろんなまだそういう問題が出てくるんじゃ

ないかなということでありますから、特にこ

の問題についてはなるだけ早く解決できるよ

うに、徴収できるように努力をしていただき

たいというふうに思います。 

 

○池田和貴委員 済みません。今の髙木委員

に関連してなんですが、住宅課に対してでご

ざいます、県営住宅の件で115ページ、収入

未済額の状況がここに記載をされておりま

す。生活困窮とか、そういったものがござい

ますが、私、今回の９月議会の中で質問した

んですが、この中で、生活困窮の中で例えば

多重債務者、多重債務されているとか、そう

いった方がいらっしゃる場合には、今県の方

で多重債務者の貸付制度をグリーンコープく

まもとの方に委託をして、そういった多重債

務者の人たちにお金を貸した上で生活再建の

相談業務までやって、そういった多重債務に

陥った方とか、今生活困窮されている方の生

活を矯正――矯正といいますか、正しながら

元の形にしていくというようなそういう事業

が県の事業であるんですね。 

 ですから、この徴収をやられている方が、

そういったほかのプログラムと連動をしなが

ら徴収を進めていくようなやり方をするの

も、一つの考え方じゃないかなというふうに

思っております。 

 私調べましたが、やはり家賃の滞納分をそ

こから借りて、あとは、今度は債権者が県か

らグリーンコープにかわって、グリーンコー

プさんはそこの貸したお金を回収していくた

めに、生活指導をしながら返してもらうとい

うふうなことをやられています。そういった

事業を、民間の力をかりながら徴収を進める

というのもございますので、その辺よく環境

生活部の消費生活課と連携をとりながら、皆

さん方とすればやっていただきたいというふ

うに要望をしておきます。 

 

○守田憲史副委員長 御所浦の浮き桟橋の発

注の件なんですが、これは農林水産部です。

ただ、去年から僕は特記事項の1,100点以上

というのが高過ぎるということで再三要望し

てきたかと思うんですが、土木部監理課さん

でなかなかこの1,100点が譲れないというこ

とを農林水産部からも聞いたところです。 

 以前、農林水産部か土木部か知りません

が、去年度でその1,100点の別のところに入

札があって、２社しか来なかったと。１社は
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全然桟橋をつくるような会社ではなかった。

そんなことからも、ぜひとも1,100点という

のを見直してほしいと要望してきました。 

 おととい農林水産部漁港漁場整備課の方に

も質問したんですが、制度が違うとか、結果

論で――済みません、御所浦のここの浮き桟

橋は、1,100点以上で応札したというか入札

した会社が１社だけでした。僕は再三言って

きたのに、1,100点の特記事項の中１社とか

来なかったというのは、やはり競争上不正が

どうのじゃありません、ただ一般的に見て、

公正な競争はなかなか行われない状況にある

と思うので、やっぱり1,100点が高過ぎると

思うんです。 

 入札の要項の中に、おおむね20社から30社

の会社が入札できる、1,100点以上だとその

くらいで入札をするべき何か要項があるみた

いで、20社でなさったわけです。20社の1,10

0点と、きのうおとといの漁港課長が1,100点

の根拠は20社だとおっしゃったわけです。で

も、要項の中で、執行部の裁量で20社から30

社でできるわけですね、要項に書いてあるん

で。ならば、決して制度の問題でもないし、

僕も要望してきたんで、30社だったら、仮に

それが1,000点か900点か知りませんが、それ

を30社でするならば点数も下がって、今回の

御所浦の浮き桟橋で１社だけの入札というこ

とにはならなかったろうと思うわけです。 

 でも、それを漁港課では結果論だと言われ

たら、僕はそんなもんじゃないと思うんで

す。やはり今後の公正な入札をするために

も、それとも１番目に地場企業、中小企業振

興条例、その中で地元の人も入ってほしい

し、仮にそれがまだ高いにしたって下請でも

できるようにしていただけたらと。 

 では、ほかの例えば国とか天草市、八代市

がつくる同じ１億7,000万相当の浮き桟橋で

も、地元の企業がやっぱりつくっています

よ、下請であったりもしますが。その辺で20

社、要項の中で執行部の裁量ができるわけで

すから、なぜこの前は20社を譲らなかった

か、その点と、今後30社で善処していただき

たいという要望です。監理課長、御意見をお

聞かせください。 

 

○金子監理課長 もともと20社ないし30社と

いうのは、入札制度においていろいろ問題が

あって、知事会等で決められた基準――基準

というか考え方、方針が20社ないし30社とい

うことになっております。それを踏襲してや

っております。もちろん、一般競争、できる

だけ多い競争環境で関連性が図られるのが一

番いいいわけですので、そういう対応で20社

ないし30社ということになっております。 

 ただ、副委員長のお話にあったいわゆるこ

ういう浮き桟橋とか非常に特殊な事業につい

ては、施工能力がどれだけあるのかとか、あ

るいは施工実績がどれだけあるのかとかを加

味して発注する必要あると思いますので、御

指摘の点を踏まえて検討していかないといけ

ないと思いますけども、そういうちょっと特

殊な案件ではなかろうかなと思っておりま

す。 

 

○守田憲史副委員長 ぜひ……。 

 

○池田和貴委員 ちょっと関連してよろしい

ですか。 

 済みません。今、監理課長がおっしゃたこ

と私わかります。ただ、日赤の入札のとき

に、県は日赤に対して、県内の事業者は参加

できなかったんじゃないかというクレームを

申し立てられているわけです。そういった意

味では、今回の実際の発注自体が、農林水産

部の発注になったもんですからちょっと事情

をお伺いをしましたが、1,100点にすると20

社ぐらい参加ができる企業がいらっしゃると

いうふうに聞きました。ただ、応札したのが

１社だけというのは理解しています。 

 ただ、その20社は、県内の企業は何社いる
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んですかと聞いたら、県内の企業はたしか１

社だけで、ほかの19社というのは県外の企業

だというふうに聞いております。そういった

ことを考えると、やはり県は日赤のときには

言ったけど、今回は何か違うスタンスになる

とかというふうに感じないともとれないん

で、先ほど守田副委員長がおっしゃったよう

に、中小企業振興基本条例もあります。本当

に1,100点が妥当なのかどうなのか、ここの

議論はこの中で今されていませんけど、もう

一回考えて、ぜひそこは県内の企業も参加で

きるように、県とすれば私は知恵を絞る案件

ではないかというふうに思っております。 

 素人感覚で言いますと、先ほど施工能力の

お話がありましたが、ポンツーンの場合には

下請で地元の企業がつくっているわけですか

ら、ということは、そういったものがあれば

地元の企業はつくれるということにもなるわ

けですから、どうもその辺は私たち一般から

見たときには少し違和感を覚えるころです。 

 ぜひ皆さん方も、今回守田副委員長の御指

摘を受けて、もう一回検討していただくよう

に私からもお願いを申し上げたいと思ってお

ります。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員長 今の件はぜひ土木部の中

で検討をしていただければと思います。 

 特に、今入札の絡みの話で私からも１点。

実は、22年度土木部で入札があった中で、県

内企業が落札した落札率というのは何％ぐら

いありますか。あわせて、金額もわかれば教

えてください。  

 

○金子監理課長 平成23年度で……。 

 

○藤川隆夫委員長 22年度と23年度と両方教

えてもらえませんか。 

 

○金子監理課長 23.06……。 

 

○藤川隆夫委員長 22年度23.06％ですか。 

 

○金子監理課長 93.06……。 

 

○藤川隆夫委員長 93.06ね。 

  （「23.06だったら大ごとや」と呼ぶ者あ 

   り） 

○藤川隆夫委員長 23年度ですか。 

 

○金子監理課長 22年度でございます。 

 

○藤川隆夫委員長 23年度の状況は、途中経

過だろうと思いますけどわかりますか。 

 

○金子監理課長 23年度のは、まだ発注関係

が３～４割ですので、今のところはわかりま

せん。 

 

○藤川隆夫委員長 では、それは21年度に比

べたらどうなっていますか。 

 

○金子監理課長 21年度は94.05ですので…

…。 

 

○藤川隆夫委員長 落ちていますね。 

 

○金子監理課長 １％程度落ちている。 

 

○藤川隆夫委員長 金額ベースでいくと何％

ぐらいになりますか。 

 

○金子監理課長 金額の方はちょっと持ち合

わせておりません。 

 

○藤川隆夫委員長 基本的に、県内企業の健

全育成というのも土木部の皆さんの仕事の一

つだろうと思います。そういう中において、

やはり県内企業への発注をまず第一に考えて

いただきたいと思います。その中で先ほどの
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1,100点の問題も絡んでくるでしょうし、そ

れ以外の問題もあろうかと思いますので、岩

下委員がおっしゃられたこと、災害時の対応

に関しても、やはり健全な企業が残っていな

いとそれに対応することもできないでしょう

から、その部分含めてぜひ検討をしていただ

けたらと思います。 

 何かありますか、土木部長。 

 

○戸塚土木部長 これまでも県内業者でやれ

るものは極力県内業者でやるという基本的な

考え方は変わりませんし、先ほど監理課長が

示したとおり、90数％というのは、九州県内

の中でも高い方というふうに我々は思ってお

ります。 

 やはり建設産業をどうするかという問題に

つきましては、今回の震災も含めまして、地

域の中でいかに災害対応能力を維持しておる

かという、これが大きな問題かと思っていま

す。それに向けまして、単なる一土木工事一

式業者ではなくて、それに付随します専門工

事業者とか、それに関係します資材、いろい

ろな測量関係、そういった一つの仕組みをき

ちんとした形で今後残してくというのが大事

かと思っています。 

 そういった意味ではいろんなニーズが出て

まいりますけども、専門工事業を含めまし

て、元請・下請関係も良好な関係でつくりな

がら育てるという観点で、この建設産業を振

興していきたいという考え方が私の考え方で

ございます。 

 

○藤川隆夫委員長 ぜひその考え方で進めて

いただければと思います。 

 

○池田和貴委員 済みません。今戸塚部長が

おっしゃられたことは、まさにそのとおりだ

と思います。その中で１つお願いがございま

す。 

 といいますのも、よく事業者を育てるため

には、やはりそういった工事に参加をして技

術を習得する機会を確保していかなければな

りません。ただ、実際の発注の際には、今ま

での経験があるかどうかということも一つの

大きな要素だろうというふうに思いますが、

ただそれが余り前面に出過ぎてしまうと、実

際の県内業者がそういった新たな技術を習得

をする機会が失われてしまうという面もござ

います。 

 そういった意味では、発注に参加できる機

会をもう少し、今おっしゃられたことをやる

ためには考えていく必要があるんじゃないか

というふうに思いますので、そこもあわせて

皆様方の方で検討していただくようにお願い

を申し上げたいと思います。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには何かありません

か。 

 

○田代国広委員 ２～３確認と質問を行いま

す。 

 先日の農林水産関係も非常に多くの繰り越

しが出ましていささか疑問に感じたんですけ

れども、今回も予想どおりといっては失礼で

すけれども、当初予算よりも半分以上の繰り

越しが出ている課が幾つもあります。これに

ついて、まず、繰り越しに対する財源の担

保、これが間違いなく確認されていたか。 

 もう一つは、課によっては、年度内に事業

が終わるという課の説明もありましたが、年

度内に終わるという説明もなかった課もあり

ますし、またこれを見ますと０％の進捗率も

ありますものですから、年度内に繰り越した

分が十分事業が終わるかの確認をまずしてお

きたいと思います。 

 それと、本来、予算というものは単年度予

算であるわけでございますから、単年度で消

化するのが予算の基本であり原則だというふ

うに思います。以前は、繰り越しについては

極めて厳しい見方をしておったんですけど
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も、事業の平準化あたりも必要だという観点

から、最近ではこの繰越明許についてはいさ

さか寛容な部分があったと、なってきておる

というふうに思いますが、だからといってこ

れだけの繰り越し、果たして行政として予算

執行上望ましい、正しいかというと、いささ

か疑問を感ぜずにはおりません。 

 したがって、今後において繰り越し分の減

少、できるだけ単年度予算だから該当年度で

予算を消化していこうという気持ち、考えに

ついてお尋ねしたいと思います。 

 もう一点は、先ほど言われた入札の話があ

っておりますが、私は最近になって総合評価

方式というものを知りました。これについて

私は余り深く知りませんが、ただ単純に後で

感じたのは、いささか不公平感がありはしな

いかということを感じました。 

 例えば、いわゆるここで技術評価点です

か、これの点数によって同じ土俵に上がった

時点で差がついているということは、本当に

不思議で、対等な立場で競争の原理が働くか

ということを考えると、いささかこの制度は

不公平な制度じゃないかというふうに私は個

人的に感じたものですから、あえてこれにつ

いて質問をした次第です。 

 

○藤川隆夫委員長 １点目の繰り越しの多い

ことに関しては……。 

 

○西田土木技術管理課長 土木技術管理課で

ございます。 

 まず、予算の執行状況について御説明いた

します。 

 今年度でございますけども、今年度の、現

年の予算が461億円、上半期９月末の速報で

ございますけども、段階でのそちらの方の発

注率が約39％、それから繰り越しの方が243

億円、こちらの繰り越し部分が86％というこ

とで、トータルでいけば大体55％の現在発注

状況ということでございます。前年に比べて

ですけども、昨年度が58％ということで若

干、数％ですけど下回っている状況にはござ

います。 

 委員御指摘のとおり、近来はやっぱり公共

事業の削減が続いておりますので、従来設け

ておりました上半期の発注目標というものは

設定しておりません。基本的には切れ目のな

い発注をというお願いを、７月７日に土木部

長名で各振興局事業課の方に一応通知をして

いるところでございます。 

 したがいまして、切れ目のない発注が一番

大事かなというふうには思っております。た

だ、それにいたしましても、繰越額が今年度

予算の大体３分の１を占めるというふうなこ

とは、やっぱりちょっと多過ぎるというふう

に思っておりますので、その削減には今後と

も努めてまいりたいというふうに思っており

ます。 

 それから、２点目の総合評価についてでご

ざいますけども、平成17年度から公共工事の

品格法というものが制定されまして、単なる

価格勝負だけではなくて、品質のバランスの

とれた工事をというふうな理念が導入されま

した。金額だけの勝負がいいのか、あるいは

それぞれの企業が持っている技術力、あるい

は施工能力というものを評価した方がいいの

かと。私どもはそのバランスのとれた工事が

望ましいということで考えております。 

 ただ、技術評価のやり方については現在も

思考中でございまして、現在の評価の仕方が

一番いいのかどうか、これは今後とも検証を

進めてまいりたいというふうに思っておりま

す。 

 

○田代国広委員 初めて知ったんですけど

も、我々は、今までは、最低価格で入札した

人が予定内であれは落札者になるというふう

な認識を持っておったんです。しかし、この

方式に移さなきゃ必ずそうならないという点

があります。そのように極めて何か不公平と
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いいますか、だから施工能力がないならば別

ですけども、5,000万円から１億円ぐらいの

工事料なら、Ａ１の方だったら工事経営指導

を受けておられるわけですから、十分施工能

力はあると思うんです。 

 いわゆるすばらしいより何ですか、完成度

ですかを求めるのはわかりますけども、恐ら

くトンネル掘るとなると別ですけども、一般

公共土木的な、治山もそうですけどもやれ

ば、１億前後の工事規模だったら、恐らくＡ

１の方すべての方々が十分それに対応できる

と思うんです。 

 しかし、この総合評価方式をとられると、

そこでＡ１だってピンからキリまであれば、

どうしても技術点でこの差が出てきます。そ

の時点で勝負あったと申しますか、競争が働

かないわけです。この時点で、戦っても勝て

ぬとわかるんです。 

 例えば、１億円の予定価格を、技術点90点

のＡ社が9,000万でしたとすれば、Ｂ社が80

点の場合は8,500万にしてもとれないわけで

しょう。仮にＡ社が90点で9,000万、Ｂ社が8

0点で8,000万、同じ評価値が100点になるわ

けですが、そういった場合どちらが落札する

んですか。 

 

○西田土木技術管理課長 計算式があります

ので、そっちの計算式に基づいてということ

で、その工事の内容にもよりますので、ちょ

っと工種とか、そういうもの次第ですので、

一律にそれ次第というところはございませ

ん。 

 

○田代国広委員 計算方式といいますと、Ａ

社が90点技術点を持っておると仮定して、１

億円の請負価格を9,000万円で応札したと。

Ｂ社は80点しか持たないと、しかし8,000万

円で応札したと。そんな場合に、評価という

と恐らく全部100点じゃないですか。そうで

しょう。そういった場合どちらが落札者にな

るかというふうに……。 

 

○鷹尾政策審議監 ただいま田代委員の方か

ら御質問のありました総合評価について、少

し御説明しておきたいと思います。 

 総合評価が導入をされました平成17年から

は、本県でも試行をいたしておりますけれど

も、そもそも公共工事が減少していく中で、

どうしても受注の奪い合いになる、受注の奪

い合いは価格競争という形であらわれていく

わけでございます。勢い、行き過ぎた価格競

争ということで、工事の品質の低下、このあ

たりが大変懸念をされるというところから全

国的に、国を初めといたしまして、建設会社

が持っている技術力もあわせて評価する総合

評価方式の導入というものが進められてきた

ということを、まず御理解をいただければあ

りがたいというふうなところでございます。 

 高額工事につきましては、極力技術と技術

提案、それから企画を組み合わせた入札方式

によるべきという考え方を進めているという

ことを、まず御理解いただければありがたい

というところでございます。 

 御心配の点は、これは総合評価を導入する

際に、会社の実績や技術者の実績等々で、ど

うしても受注が固定化をするのではないか

と、こういう御懸念も今確かに一部いただい

たところではございます。 

 ただ、これまで試行をかなりやってまいり

ましたけども、特に私どもの方でそういう傾

向は現時点ではないのかなというふうに考え

ておるところでございます。ただ、まだまだ

試行中とすることで事例も少のうございま

す。今後しっかり分析を行いながら、場合に

よっては総合評価の中身あたりについても若

干ウエートを考えるとか配点を考えるとか、

このあたりについては今後検討していく必要

はあろうかと思っております。 

 価格のみで競争をすべきだというのも一つ

御意見としてはあろうかと思いますが、総合
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評価がそのような中で導入されてきたという

点について、御理解いただきますようお願い

いたしまして、私の方からの……。 

 

○田代国広委員 総合評価方式の意見と申し

ますか、今のは十分私も認識をいたします。

理解します。ただ、十分施工能力があるなら

ば、対等な立場で競争した方が、そして立派

なものができ上がった方が一番県民のために

なるわけでしょう。我々が最もやらなきゃな

らないのは公平、公正だと思っております。

そういった観点からすると、今後もう少し検

討すべきところは練っていただきますように

お願いしておきたいというふうに思います。 

 それからもう１つ、いいですか委員長。 

 

○藤川隆夫委員長 どうぞ。 

 

○田代国広委員 要望になりますけど、最後

は。体育館工事を落札した方が、90何％でと

ったんだけども赤字になると言っているんで

す。これはもちろん、同じ積算の問題かと思

いますが、県におかれましても、業者さんも

工事やって応分の利益というのは当然得るべ

きと思うんです。ところが、うちの町でもそ

ういった積算の仕方をするとやっぱり業者い

じめになるわけですから、そういった点で積

算等についても暴利をむさぼるのはいけませ

んが、ある程度の良識ある利益、これが出る

ような積算はしていただくように要望してお

きたいと思います。 

 

○藤川隆夫委員長 今のことを受けとめてい

ただいて、考えていただければと思います。 

 

○松岡徹委員 歳入歳出の審査を通じて、予

算編成や政策展開に生かしていくということ

で決算委員会があると思うんですけど、きょ

うの土木部の審査の中でも、建設産業関係の

状況の厳しさというのが今一端が出されたと

思うんですけど、それでちょっと部長に伺い

ますけど、差し迫ってＴＰＰと土木関係の分

析はされておりますか。ちょっと要望的なこ

とで……。 

 

○藤川隆夫委員長 ちょっとこれとはずれま

すけど、何か考えとるのですか。 

 

○松岡徹委員 考えとりますけんが。 

 

○戸塚土木部長 今土木のいろんな公共工事

につきましては、ＷＴＯというのがございま

して、23億円以上と、これがＴＰＰにおいて

はどういったことになるか、そういった対象

となる業者がどうなるかというのが１つあり

ます。それがあとは労務者関係ですね、作業

員関係の方が海外から来られる、そしたら技

術者が来る、そういったところに対して我々

日本というか、熊本県としてはどういったも

のを求めるということをきちんとこの際また

やるということは、これまでもやってきまし

たし、そういったことの流れが出てくると、

なおさらそこら辺を我々が求めるものは何な

のかということをきちんと固めていく必要が

あるかなと、こういうふうに思います。 

 

○松岡徹委員 要望的なあれですけど、おっ

しゃったとおりに、結局は関税の撤廃だけじ

ゃなくて、非関税障壁の撤廃も含むんです

ね、今度のＴＰＰというのは。 

 

○藤川隆夫委員長 そうじゃなかろう。 

 

○松岡徹委員 それで、例えば、ＷＴＯでは

23億以上だけど、７億6,500万以上になるん

です。それから、コンサル委託なんかは今２

億3,000万なんだけど、750万以上になると言

われておるんです。そうすると、ほとんど75

0万以上ですからね。 

 それから、分離・分割発注とか、ランク制
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とか、地域指定要件とか、そういった今地方

自治体でやっているやり方が、本当に一つ一

つが引っかかってくる問題があるんです、労

働力だけじゃなくて。 

 ですから、私の要望としては、建設分野で

どういうことになるのかというのを精査して

いただいて、今度の建設常任委員会でまた聞

きますので、よろしくお願いしておきたいと

思います。 

  

○藤川隆夫委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○藤川隆夫委員長 なければ、以上で土木部

の審査を終了いたします。 

 次に、次回は第７回委員会となりますが、

11月４日金曜日午前10時に開会し、商工観光

労働部と健康福祉部の審査を行うこととして

おりますので、御協力をよろしくお願いを申

し上げます。 

 それでは、これをもちまして第６回決算特

別委員会を閉会いたします。 

  午後０時10分閉会 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 
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